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は　　じ　め　に

　貨幣は資本に転化し，貨幣資本として価値増殖運動を展開することはｒ資本

論』第一部，第二篇ｒ貨幣の資本への転化」において解明されている。この貨

幣資本はＭｏｎｅｙ　Ｃａｐｉｔａ１からＭｏｎｅｙｅｄ　Ｃａｐｉｔａ１へ進展し，両者はそれぞれ

独自の運動を展開して資本主義杜会の構造と運動に決定的な影響を及ほしてい

る。 Ｍｏｎｅｙ　Ｃａｐｉｔａ１もＭｏｎｅｙｅｄ　Ｃａｐｉｔａ１もいずれも免換銀行券流通下のもの

としては『資本論』で論じられているが，不換銀行券制度のもとでのそれらは

マルクスの没後の現象であり ，当然のことながら『資本論』では明らかにされ

ていない。見換制度のもとでの諸問題の法則的展開が現代の貨幣資本（Ｍｏｎｅｙ

ＣａｐｉｔａＬ　Ｍｏｎｅｙｅｄ　Ｃａｐｉｔａ１）と現実資本の相互関連の中にも貫徹していることを

明らかにするのが本稿の課題であるが，これはｒ資本論』で解明された資本主

義杜会の運動法則の現代的発現の一側面を明らかにすることに結びつくもので

ある 。
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１　Ｍｏｎｅｙ　Ｃａｐｉｔａ１とＭｌｏｎｅｙｅｄ－Ｃａｐｉｔａ１

　　（貨幣資本と貸付資本の関連）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　「資本家的生産様式が支配的におこなわれる諸杜会」では貨幣は資本に転化

し， 貨幣資本として価値増殖運動を展開する。貨幣形態の資本は貨幣資本であ

るが，この貨幣形態は，資本運動の出発点としてまた到達点として，たえず運

動をつ£ける過程で，流通過程では商品形態と交流し，商品形態も貨幣形態も ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
資本としては流通資本として現象し，資本運動の重要な一環を彩成する。この

流通過程で商品は一定の価格表示をうけて登場するけれども，そのためには貨

幣の価値尺度機能を基底とする貨幣機能により ，商品価値の貨幣的表現におい

て， すなわち価格表示をうけた商品としてあらわれ流通過程で取引されること

となる。そしてそのためには貨幣の存在とその諸機能が前提とな っている。貨

幣は商品価値を貨幣名で価格として表現するとともに，その商品価格と等価の

流通用具として貨幣移態が受払いされる。貨幣は価値尺度，流通手段，蓄蔵貨

幣， 支払手段あるいは世界貨幣の貨幣諸機能を果す過程において資本としては

貨幣資本として運動する 。

　貨幣形態の資本が商品形態の資本の運動をともなって流通過程で運動するだ

けでたく ，商品流通の停滞による蓄蔵貨幣の形成は貨幣形態の資本の蓄積とた

るほか，蓄積された貨幣形態の資本を利用して債務を支払うことにより支払手

段としての貨幣形態が資本運動の一環として，すなわち貨幣資本として運動す

る。 そのほか蓄積された貨幣形態の資本を利用して，それを貨幣形態を必要と

するのに所有していない他者へ貸出すとき，貨幣形態の資本は貸付資本として

運動する。利子を手に入れることで利子生み資本となるが貸付資本（利子生み資

本）の運動を展開する貨幣彩態は貸付貨幣資本（利子生み貨幣資本）にほかなら

たい 。

　貸付資本（利子生み資本）は資本主義杜会のもとではじめてあらわれるもので
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はなく ，資本制以前から存在していたものが，産業資本の成立にともた ってそ

れに適合するようにつくり変えられてその結果，産業資本が生産する剰余価値

の一部が利子として支払われ，利子と企業者利得に利潤が分割されることとな

る。 けれども産業資本に従属するようにつくり変えられた資本としてでなく ，

産業資本によっ てつくり出された近代的制度としてとらえる視点からすれぼ ，

資本としてよりも信用制度の問題として取扱われることとなる。貸付資本（利

子生み資本）をば第一に信用制度としてとらえる考え方は生産，流通にか上わ

る現実資本重視の考え方ではある。けれども現実資本を取扱う産業資本 ・商業

資本は貨幣形態の資本を不可欠とするだけでなく ，貨幣形態の資本を取扱い且

つそれを貸借するＭｏｎｅｙｅｄ　Ｃａｐｉｔａ１の側からの協力関係を，産業 ・商業のい

ずれの資本も資本としての成立の当初からもっていたのである。資本主義杜会

成立の当初から産業資本 ・商業資本と貸付資本（利子生み資本）との間に相互協

力の関係が存在していたという歴史的事実に即した論理展開こそ現実的な論理
　　３）
である。産業資本や剰余価値生産を重視するあまり ，産業資本以外の各種資本

の独自性と産業資本との協力関係を剰余価値中心に論じてすべて産業資本に帰

因させて了うときには，貸付資本（利子生み資本）の運動をも産業資本に吸引し

て， その結果として貸付資本を信用制度としてとらえて資本としての側面を欠

落させた部分的把握におちいる危瞑を含んている。それゆえ信用制度について

は価値増殖運動を展開する資本の制度化として，まず資本として信用制度を泣

置づけなければならない。そしてその論理的前提はｒ貨幣の資本への転化」と

ｒ剰余価値の資本への転化」を同一視することなく ，まずｒ貨幣の資本への転

化」において産業資本 ・商業資本とともに貸付資本（利子生み資本）の成立と存

在を資本として把握しておくことである。すなわちｒ貨幣の資本への転化」の

過程で産業 ・商業 ・金融業を担当する資本と，それらの労働に従事する労働者

を産業労働者 ・商業労働者，金融労働者として把握しておくことである。これ

と異なりｒ剰余価値の資本への転化」あるいはｒ資本の蓄積」過程を基軸にす

えて産業資本を中心に資本の運動を説く論理は，すべての他の資本を産業資本

によって左右される派生的 ・従属的資本としてとらえることにより ，剰余価値

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ５１）
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の一部分を利子として入手する利子生み資本をぼ信用制度としてとらえ，制度

的存在として位置づげられて資本としての運動は，結局，産業資本に吸引され

ることになる。したが って１Ｖ［ｏｎｅｙｅｄ　Ｃａｐ１ｔａ１はＭｏｎｅｙ　Ｃａｐ１ｔａ１に吸引され ，

結局，資本の運動は生産過程，流通過程中心に展開される。そのため貨幣形態

の資本の運動のうちＭｏｎｅｙｅｄ　Ｃａｐ１ｔａ１の運動は金融現象とＬてでなく ，通貨

現象としてとらえられる。そこにはｒ独占資本」は成立し得ても ，「金融資本」

は成立し得たいことになる。したがってｒ金融資本」についてはｒ貨幣の資本

への転化」の中に産業資本とともにＭｏｎｅｙｅｄ　Ｃａｐｉｔａ１の成立の論理的端緒を

確認することが金融資本問題を解明する第一歩となる。もとより杜会的再生産

と流通や個別諸資本の運動の基本形態は産業資本であるが，資本制杜会での貸

付資本（利子生み資本）は産業資本と発生的には同時存在であり ，論理的に産業

資本の運動が貸付資本（利子生み資本）の運動に先行する関係にあるのが，資本

主義経済の論理構造である。そしてｒ貨幣の資本への転化」にはじまる資本の

運動は競争と信用をテ コとして資本集中が進展し，さらに利潤確保のために資

本相互の結合の結果として独占段階で金融資本に転化する。したがって資本の

運動の展開はｒ貨幣の資本への転化」にはじまり ，この資本の運動が制度とし

て現象するのであり ，逆に上部構造である制度が資本に転化するのではない 。

別言すれば上部構造としての制度に力点を置くぼあいには，資本の運動を反映

する上部構造としての制度という位置づけの基底的部分を軽視することになる

だけでたく ，その結果として資本の運動法則を産業資本のみの運動法則に倭小

化してとらえることとたりやすい。したがってまず資本の運動として信用制度

を位置づげた上で，現実資本の運動の担い手たる産業資本との相互関連を追及

することにより ，貨幣彫態の資本の運動と現実資本の運動との相互関連と法則

的展開が，個別的にも杜会的にも明らかになるといわたければたらない。この

ように資本として信用制度をとらえる方向こそ，貸付資本（利子生み資本）をふ

くむ各種資本が，杜会的進展の過程で融合．癒着し，金融資本に転化し，この

金融資本と国家との関連を通じて国家独占資本主義へと進展する諸問題を，資

本の必然的運動として法則的に展開しうる正しい方向であるといわなけれはな
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らない 。

　　ユ）　ｒ資本論」¢（長谷部訳）１１３べ 一ジ ，青木書店 。
　　 ・） ．ｒ９丁仁・という流通において１よ，鮎と蝕 とは共に，雌毛＾６あ柏
　　　異たる実存様氏工亡そ一貨幣は価値の一般的な実存様式として ，商品は価寸直の

　　　特殊な ，いわばたた仮装した実存様式として　　機能するにすきない。価値は ，

　　　この運動において失われることなく ，たえず一方の形態から他方の形態に移行

　　　 し・ かくして一の自動的主体に転化する。もし ，自らを増殖しつつある価値がそ

　　　の生活の循環においてこもご李÷る特殊印な現象諸彩態を固定させるならぼ ，つ
　　　ぎのような説明がえられる。資本注査嬉でゑえ ，壷未注南点、そムえ ，と」ぐｒ資木

　　　論」　（長谷部訳）２９４ぺ一ジ ，青木書店）。

　　３）　『資本論』での利子生み資本の詳細な展開は，第三巻第五篇ｒ利子と企業者利

　　　得への利潤の分裂。利子生み資本」においておこなわれている。しかしすでに第

　　　一巻第二篇ｒ貨幣の資本への転化」の中で利子生み資本の問題に言及されてい

　　　て ，それをうけたかたちで第三巻第五篇，第二十一章ｒ利子生み資本」で利子止

　　　み資本の問題カミ以下のような叙述で示されている。すなわちｒ貨幣一というの

　　　は，ここではある価値額の白立的表現を意味し，事実上その価値額が貨幣として

　　　実存するか，商品として突存するかをとわない一は，資本制的生産の基礎上で

　　　は，資本に転化されるのであ って ，この転化により ，ある与えられた価値からみ

　　　ずからを増殖１し ，増加する価値となる……」（ｒ資本論』＠４８０べ一ジ ，青木書店）

　　　として「貨幣の資本への転化」と内谷的に結びつく表現で利子生み資本について

　　　の叙述カミはじまっ ている。利子生み資木の問題は，貨幣，貨幣の資本への転化と

　　　まず関連するものであ って ，他方で産業資本と関連するのはｒ剰余価値の資本へ

　　　の転化」や「利子と企業老利得への利潤の分裂」における利子にかかわる問題で

　　　あるが，その始源は「貨幣の資本への転化」に既に横たわ っている 。

２　流通過程と貸借過程

　貨幣形態の資本は流通過程にあらわれるだけでなく ，それとは異なる貸借の

過程にもあらわれる。このことは商品形態の資本についても同様に，流通過程

で売買されるほか貸借される商品はこれも貸付資本となる。リースはその例で

あり貸付けられた商品は，その商品の形態で期目に返還される 。

　流通資本，貸付資本は貨幣形態のもの，商品形態のものなど形態としては相

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ５３）
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違していても資本としては一定の貨幣額として現象する。貨幣額としてあらわ

れる多種多様な商品の中には労働にもとづく生産物，労働にもとづかない自然

や天然資源，労働力商品のほか所有名義たる有価証券も商品としてすべて一定

の貨幣額で表示される。これらさまざまな商品はその貨幣額と等価の貨幣移態

を媒介として取引される。その取引は売買だけでなく貸付．借入の取引もあり ・

商品の販売 ・購買に際しての支払猶予にもとづく貨幣額の貸借すなわち商業信

用， 貨幣形態の貸借にともな って生ずる有価証券の流通すなわち金融，のいず

れも一定の貨幣額で表示されて取引される。有価証券の流通にともたう貨幣形

態の貸借は貸付資本の運動となるが，土地所有名義の流通を地代請求権の流通

と考え，貸付資本の運動だとするのは，Ｈ貸付資本の形態を貸付資本と同一視

した上で，（二）貸借と売買とを混同するものである。すなわち商品形態や貨幣形

態で貸付資本が現象するとき，貸付資本の移態はそれらを反映した有価証券と

して貨幣額で表示されても，有価証券は貸付資本でなく貸付資本の形態である 。

そして土地が貨幣形態と同様に資木として商品となり ，土地所有名義が流通す

る場合，内容的には地代請求権の流通であるとしても，売手側は土地所有権を

地代請求権とともに譲渡して代金を受取り ，買手側は土地所有権とともに地代

請求権を手に入れて代金を支払う 。したがってたとえ代金の支払が一時，猶予

されるような場合でも，所有名義や請求権の売買であって貸借取引ではない ・

また地代請求権が貨幣移態を媒介として流通することは，利子生み証券の流通

をともなう利子生み貨幣資本の運動と類似していても，Ｈ土地所有名義ととも

に地代請求権が流通するケースと（二）土地所有名義は変らないま二で地代請求

権（借手側では地代支払債務）のみが流通するヶ一スとでは，売買とリースが異

なるように全く異な っている。けだし機械 ・設備等の売買と，機械 ・設備等の

リースとが一方は売買，他方は貸借としてそれぞれ異な っているように・土地

商品の場合も所有名義と分離された占有名義の譲渡は占有の移転であるが売買

とは区別しなけれぼたらない。それゆえ土地商品の流通過程での運動と土地商

品の貸借とは区別しなげれぱたらない 。

　もともと労働生産物でない土地が一定の価格をもつのは，良心，名誉等が一
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定の価格表示をうけて売買されるのと同様に擬制的な価格であるが，たとえ土

地価格が擬制的な価格であ っても所有名義の移転と所有名義を保持したま二で

の占有の移転とを同一視することは売買と貸借の混同である。流通過程と貸借

過程の区別は商品についても，貨幣についても，したがつて土地商品について

も明確に区別することが必要である 。

　貨幣資本についても，それゆえ流通過程での運動と貸借過程での運動すなわ

ち金融とは区別しなけれぼならない。流通過程における貨幣資本，金融過程に

おける貨幣資本は商品資本や生産資本と同様に，資本としての共通面をもつ反

面， 形態や運動局面は異な っている。それゆえ流通貨幣資本，貸付貨幣資本 ，

の形態面での同一性により両者を貨幣資本として同一視するのみでなく ，それ

それの運動局面のちがいを明確に把握し，流通過程と金融過程の区別をするこ

とが金磁問題の解明には必要である 。

　以上のように商品資本，貨幣資本の形態上の区別のほかにそれぞれの運動局

面により ，生産資本，流通資本，貸付資本として現象する資本は運動局面と彬

態により ，流通商品資本，流通貨幣資本および貸付商品資本，貸付貨幣資本と

して現象する。貸付商品資本は商品資本の貸付でリースを意味し，流通過程で

の商品売買により生ずる商業信用とリースの区別は，一方は商品売買にもとづ

くが，他方は商晶の貸借にもとづくという点は明確にしておかたげれぼたらな

い。 また貸付貨幣資本は利子生み貨幣資本として金融現象とそれにともなう利

子生み証券を運動させるが，利子生み証券は貸付貨幣資本の投下部面として貸

　　　　　　　　１）
付資本の彩態となる。しかし貸付資本の形態としての有価証券は利子生み貨幣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
資本ではなく ，擬制資本であり ，利子生み貨幣資本と区別される仮空資本であ

る。 そして購買手段，支払手段として流通過程で機能する貨幣形態の資本は流

通資本であるが，貨幣彩態の蓄積部分は信用関廉の決済に利用されるだげでた

く， 利子生み貨幣資本として貸付けられる。貨幣彬態はしたがって流通過程に

おいても金融過程においても機能するものであり ，貸付けられる貨幣形態の資

本の蓄積の増減が資本主義杜会のもとでの利子率の変動に影響する 。

　貸付けられる貨幣資本は貨幣形態の資本であるが，貨幣形態は貨幣制度の展

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５５）
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開によっ て金を内容とする貨幣形態から見換銀行券，不換銀行券へとその内容

にも変化があり ，また貨幣形態の変化のもとでその貸付可能な量も変動し，さ

らに貸付の進展にともなって貸付げられた貨幣資本を反映する保有有価証券の

増大へと進展する。それゆえ次に金見換制度のもとでの貸付げられる貨幣資本

が不換銀行券制度のもとでその内容に変化を生じ，それに帰因する利子率への

影響と，利子にか上わる政策との関連，さらに利子生み資本（信用資本）の変

動と現実資本の変動との関連の解明へと進またければならない 。

　　１）　「これらの有価証券は，かかる資本を貸出すための形態である。だがこれら有

　　　価証券そのものは，かかる形態で投下される貸付資本ではたい」（ｒ資本論」◎

　　　（長谷部訳）６７８ぺ一ジ ，青木書店）。

　　２）仮空資本 ，擬制資本はＦｉｃｔｉｔｉｏｕｓ　Ｃａｐｉｔａ１の異な った表現である 。

３　信用資本＝貸付げられる貨幣資本と

貸付げられた貨幣資本の統一

　見換銀行券が流通するもとでの発券は，金準備高の増減によっ て規定され ，

銀行券の金への見換が可能だとする信頼により ，銀行券は本来の信用貨幣とし

て流通する。金準備の増大は発券の増大を可能とし金準備の減少は発券を減少

させるという発券制度は，流通により多くの通貨を必要とするときにも通貨制

度の上では発券増を人為的に抑制する作用を果し，そのため通貨制度の面から

貨幣恐慌を激化させるものであ った。したがってそのような時期には金準備に

よる発券の規制をとりはずし発券増を政策的に認めることによっ て， 流通が必

要とする通貨量を補給することを実行した（たとえぱ１８４４年の銀行条例の一時的停
１）

止）。 危機的時期を通りすぎると再び旧にもどっ て金準備の増減に対応した発

券量の増滅という制度を維持することとしていた 。

　　般銀行は中央銀行の発行する銀行券を預貯金その他さまさまな業務を通じ

て入手し，その入手した銀行券を再び預貯金の引出要求に応じて払出したり ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５６）



　　　　　　　　　　貨幣資本と現実資本の運動法則（小牧）　　　　　　　　　　　　９

貸出業務を通じて貸出すほか，さらに一部は預金払出しや貸出しのための準傭

として保有する。保有銀行券は貸出しに利用できる貨幣形態の資本として存在

し， その増大は銀行における現金準備額の増加を意味する。貨幣形態の資本に

対する杜会からの需要に対して金融機関保有現金が薙富な時には利子率は低く ，

逆の場合には利子率は上昇することとなり ，利子率の変動は貸付可能な貨幣形

態の資本，具体的には金融機関保有現金準備額の増減によって規定される ・

　　般銀行での現金準備の減少の時，その補給のために発券銀行てある中央銀

行より借入れることとなるが，中央銀行の貸出しにともなう発券を制約するも

のは見換制度のもとでは金準備の状況である。したがって金準備の状況が窮極

的には現金準備の補給を可能にしたり刀よ抑制したりすることとなり ，それに

よっ て利子率の変動に作用することとなる。金準備を根源とし，それに裏付け

られて発行された銀行券が現金準備として　般銀行によっ て保：有され，現金讐

備の量的状況が利子率の変動にｆ乍用するという一速の関連のもとでは，利子率

変動に作用する根源は金準備高である。そして中央銀行，一般銀行を含めた金

融制度全体として金準備高ならび１二保有現金準備に規定されて利子率は変動す

る。

　利子率は現金準備の状況によっ て左右され金準備高の増減の結果，不可避的

に発券高を調節する制度が厳存するときには，この制度の作用によっ て金準嫡

確保のために利子率は引上げられて上昇する。このように見換制度のもとでは

金準備に制約された通貨制度に規定されての利子率操作で利子率は変動するこ

ととなるのに対し，金免換制度の停止により中央銀行は金俣有高１二制約される

ことなく銀行券を発行するようになると，金保有高の増減とか二 わりなく利
二ｒ

率の引上げ，引下げは政策的におこなわれ，それを可能にする条件としての現

金準備の補給や通貨の発行カニ弾力自うに実行される。利子率は通貨制度からの制

約をうけることなしに政策的に操作されるものとなるのが管理通貨制度の特色

といえる。すなわち金準榊こ制約されない中央銀行券の発行と，それによる一

般銀行への現金準備の補給により ，利子率は利子政策として操作され，現金準

備補給はその前提条件となる。現金準備は窮極的には金準備高に制約された状

　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ５７）
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況から，金準備高に制約されることのない状況へ進むにつれて，貸付けられる

貨幣資本も政策的に中央銀行により補強され，不況の時期にはそれを脱却する

ため，利子率の引下げと貸付可能な貨幣資本の補給の増大が政策的におこなわ

れる 。

　貸付可能な貨幣資本の補給をおこなおうとしても金免換制度のもとでは金準

傭高が増大しない時には補給困難てあ った状況から，政策的に貸付可能な貨幣

資本を補強できる制度へと移行することにより ，貸付可能な貨幣資本の内容は

現金準備であることは同じであるとしても政策的にこの現金準備を調節して
，

通貨面からの影響を経済活動にとっ て好ましいものにしようとする。すなわち

現金準傭高の弾力的補給，それと結ぴついて利子率の弾力的変更，それによる

経済杜会の不況の克服と好況の持続政策が通貨金融政策として実行される
。

　現金準備増は受入銀行での預金増か，貸出回収か，又は中央銀行よりの借入

増とたるが，預金残高増大は現金通貨を受入れることなくても貸出増の振替記

入で増大する。現金通貨での預金と，貸出しによっ て生じた預金の両者が預金

残高を形成すると，それをさ二える物的形態としては保有現金準備と保有有価

証券があらわれる。保有現金増大は貸出可能な貨幣形態の資本の増加，保有証

券の増大は貸出された貨幣形態の資本の増加を示すが，そのいずれもが預金残

高の増大に結びつく 。預金残高は預金者にとっ ては利用可能な貨幣形態の資本

である。そして個人，企業，政府等より金駿機関が預かっている預金残高の増

減は利用可能な貨幣資本の増減で「信用資本」の増減にほかならない
。

　「信用資本」は『資本論』では，Ｈ投機業老が好況につ£く繁栄期に利用す
　　　　　　　　２）
る他人の資本として，ｏ預金，貸出の反復運動にともなう貸付資本との関連で，

貸付資本の存在形態が貨幣請求権に転化し、貸付資本量としては現実の貨幣と

　　　　　　　　　　　　　　　３）
異なった量の貨幣資本を表すとして，目高い利潤率のもとでは利子率が高くて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）も， 他人の資本で大いに事業がおこなわれるとして，　ｒ信用資本」という表現

がみられる。「信用資本」は貸付資本に密接に関連していて貸付資本と同義語

とも受取れるが貸付資本における借手側からの把握といえる。その内容は貨幣

彩態のみで汰く貨幣請求権を含めた貸付資本額としてｒ信用資本」とその量は

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ５８）



　　　　　　　　　　貨幣資本と現実資本の運動法則（小牧）　　　　　　　　　　　
１１

把握されている二しかし貸付資本にくらべると「信用資本」という表現は『資

本論』にはみられるけれども一般化してはいない。けれども現金彩態と有価証

券形態を含めた貨幣資本を，すなわち貸付可能な貨幣資本，貸付けられた貨幣

資本の両者を包括して，貸手側からの貸付資本を借手側からはｒ信用資本」と

してとらえることは，利子生み資本，銀行資本の能動面と受動面の分析的検討

にとっ ては有用な概念である。すプよわち「信用資本」は貨幣流通のもとで貨幣

取扱によっ て生じる他人の貨幣の保管を意殊するもののほか，商業手形の流通

のもとで，信用の取扱によっ て生ずる手形割引の結果としての預金の成立・さ

らに通貨の受入れや貸付額の振替記入で成立する預金の増大のすべてに通ずる

ｒ他人の資本」に対してあて（主まる。い二かえると貸付可能な貨幣資本（現金

形態），貸付けられた貨幣資本（有価証券形態）の両者を含めて，他人の資本を

示すものであり ，銀行資本の調達面を表示するが企業側からは「利用可能な貨
　　　５）

幣資本」を表示する 。

　「信用資本」の額は金融機関が保有する理金準備だけでなく現金準備を基礎

として造出された信用創造による預金残高も「信用資本」である。したが って

「信用資本二の物的内容は金融機関が保有する現金準備と有価証券である。そ

して現実資本の動向に影響されて利用可能な貨幣資本への需要の増大や減少が

生じ，それらはｒ信用資本」の増榊二反映する。そして変動をともな って進展

する資本王義杜会の状況はｒ信用資本」，現実資本の増減としてあらわれる 。

金融機関が貸付可能な貨幣資本として保有する現金準備高が利子率の変動に影

響するのと対照的に，企業，個人等カミ利用できる貨幣資本は「信用資本」にあ

らわれ，その動向は資木主義的変動の金融的側面を反映することとなる 。

　　 １）　「……同銀行条例は，恐慌をなくすどころか，むしろ ，全産業界が破減するか

　　　銀行条例が破滅するかの他ないところまで，恐慌を激Ｌくする。二度 ，１８４７年１０

　　　月２５目と１８５７年１１月１２目とに，恐慌はかかる高さまで増大した。そこで政府は ，

　　　 １８４４年の銀行条例を停止することによっ て， イソグラソド銀行をその銀行券の発

　　　行制限から解放したのであ って ，これは両度とも ，恐慌を打開するに充分であ っ

　　　た」（ｒ資本論」０（長谷部訳）７８５ぺ一ジ ，青木書店）。

　　２）　「資本論」◎（長谷部訳）７０１ぺ一ジ，青木書店 。
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ユ２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第２号）

　３）前掲書，７１８～７２０ぺ一ジ 。

　４）前掲書，７２５ぺ一ジ 。

　５）　ｒ預金は，預金者にとっては貨幣資本である。だが，それは銀行業者の手では

　　その所有者の金庫の代りに銀行業者の金庫で遊休する潜勢的た貨幣資本たるにす

　　ぎないかも知れない」（「資本論」◎（長谷部訳）７２０ぺ一ジ ，青木書店）。

４　現代の信用資本と現実資本の展開とその指標

　見換制度のもとでは現金準備が窮極的には金準備の増減に規定されるが，金

準備の増減に規定されない不換制度のもとでは，現金準備は通貨当局により政

策的に調整される。そして利子率も現金準備も弾力的に操作可能な不換制度の

もとでは，金利政策やその他の通貨補給政策によっ て資本主義経済の変動を政

策的に調整しようとする。そのようた人為的政策努力をのみ込んで資本主義杜

会は不換制度のもとでも見換制度のもとでと同じ様に法則的に進展しつ上 ある 。

このことの解明には金準備との関連をもたない状況下と金準備との関連をもつ

状況下の両者に共通して作用しつ父けている「信用資本」概念を活用するのが

適切である。すなわち資本主義杜会の運動法則は現金準備の増減や有価証券保

有状況を包含した「信用資本」の動向によっ て実証的解明の手掛りが与えられ

る。

　金準備からの制約による現金準備補給の制約，その結果としての利子率の変

動を免換制度の特徴とすれぼ，金準備からの制約なき現金準備補給の自由，そ

の結果としての利子率の操作やその他の政策手段による通貨 ・金融面からのテ

コ入れが不換制度の特徴といえる。見換制度のもとで金準備に規定された通貨

発行のために起る，金融機関保有現金補給の制約のもとで，変動する利子率は

その背後に貸付可能な貨幣資本の増減があり ，この貸付可能な貨幣資本の増減

は， 利子率の変動に作用するとともに，また利潤率の変動に象徴される産業循

環に一定の関連をもつ 。

　ｒ利予歩合の変動は貸付資本すなわち貨幣（硬貨および銀行券）の形態で貸付

　　　　　　　　　　　　　　　　（１６０）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
けられる資本」すなわち貸付可能な貨幣資本「の供給に依存し」，利子率の上

昇は貸付可能な貨幣資本の減少，利子率の下落は貸付可能な貨幣資本の増大で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
「産業循環の発端では低い利子歩合カミ産業資本の収縮」すなわち低い利潤率と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
一致し，「産業循環の終点では高い利子歩合が産業資本の過剰」すなわち低い

利潤率と一致する。さらに景気回復，繁栄期での利潤率の上昇に併行する利子

率の上昇は，好況局面における現実資本蓄積の増大に併行する貸付可能な貨幣

資本の相対的減少傾向を示すが，過剰生産，恐慌期での利潤率の低下と利子率

の上昇は，現実資本の過剰と貸付可能な貨幣資本の潤渇を示すものにほかなら

ない。このような傾向を示していた見換制度のもとでの状況に対して，不換制

度のもとでは政策努力で変動を軽微にしようとし，その方策として政策的な通

貨の増発と金利の引下げが不況期に採用される。１９３０年代からの管理通貨制度

のもとで不況克服のために採用されてきたイソフレーシ ョソ政策はそのあらわ

れである 。

　不換制度のもとでは金利は金保有高に制約されない発券によっ て政策的に引

下げられるが，それにもか二わらず金利現象は免換制度のもとでの状況と現象

的には等しくしている。すなわち金利の引下げには現金準備の補強を必要とす

る点では免換制も不換制も変りはない。したがって金利の変動は貸付可能な貨

幣資本の増減に依存し，利潤率の変動は産業循環の諾局面を示す点も不変であ

る。 ちがいは貸付可能な貨幣資本を制約するものが金保有高から自由裁量可能

な通貨増発に移行したことにある。その結果として利子率変動の制度的制約か

らの解放，そして貸付可能な貨幣資本も制度的制約に規制された状況から人為

的に補給可能な状況へ移行する。したがってその貸付可能な貨幣資本を一部分

とするｒ信用資本」も金免換の制度的制約下のもとにあるときと，人為的補強

可能性のあるときとでは，その弾力性においてちヵミいがある。しかしながら貸

付可能な貨幣資本の人為的調節をともなう利子政策の採用のもとでも依然とし

て産業循環は進行している。したがって利潤率の変動と利子率の変動すなわち

現実資本の蓄積の増減と貨幣資本蓄積（金融戯関への預貯金＝信用資本）の増減の

問には，免換制度，不換制度を通じてそれぞれの規則性が存在する。そこで中

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ６１）
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央銀行による通貨補給，その結果としての金融機関によるその受入れとそれを

準備としての貸出増大，預貯金残高の増大，これら一連の通貨金融面からの補

強の状況と，現実資本の領域での変動の結果としての預貯金残高の増滅の状況

の両者は，通貨金融現象としてあらわれ，その変動状況は「信用資本」の増減

として現実資本の生産 ・流通 ・消費の状況を反映する。現実資本の蓄積をＩ ，

信用資本残高をＤとすれはＩ／Ｄの関連で産業循環を現実資本と貨幣資本の両面

から綜合的に表現する 。

　金融機関の貸出活動の増大による貸付資本の移態（利子生み証券＝擬制資本）

の金融機関での保有増大は信用資本残高ｏの増大となり ，それに裏付けられた

流通用具（小切手，手移）の利用可能性を大にする。小切手 ・手形利用可能性が

増大し，流通用具が有価証券の売買に利用されるときは金融活動にはなるが ，

実物形態の資本を直接増大させるものではたい。信用創造の結果生まれる小切

手・ 手形利用可能性の増大は，したがって生産増大を意味せず，資本集中とイ

ソフレーノヨソを促進する要因にたる。そして流通用具のうち中央銀行へ還流

した銀行券は発券残高を減少さすが，市中金融機関（中央銀行営業部を含む）へ

吸収された部分は発券残高を減少させないで金融機関の現金準備を形成する 。

中央銀行の発券増による現金準備補強とは異なった金融機関での現金準備の増

大は，企業 ・個人等からの借入金返済による金融機関貸出の減少または預金高

増大で，流通中の不換銀行券の減少状態を表示し，金融緩和状滉の反映でもあ

る。 それとは反対に現金準備減少は企業 ・個人等の借入増加かまたは預金高減

少で，流通中の不換銀行券の増大状態を表示し，現金取引の活濠化の反映であ

るが，現金準備の増加 ・減少は金融の緩慢 ・逼迫を物語るがそのまま直ちに現

実資本蓄積の増加 ・減少を意味するわけではない 。

　さらに信用創造は貸付資本の形態（利子生み証券＝擬制資本）の増大を反映し

た信用資本残高の増大となるが，現実資本蓄積の増大を示すものではない。む

しろ投資需要，消費需要が増大するときには流通中の現金の回転速度や小切

手・ 手形の利用度大となるが，信用資本残高は不変か相対的に減少する。げだ

し流通用の現金通貨の必要度は減少することなく増大傾向にあり ，そのために

　　　　　　　　　　　　　　　　（１６２）
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不可避的に生ずる流通用の現金通貨の引出〕こより ，結果的には手形割引等て

の振替預金の増大にも制約が生ずるからである。投資需要 ・消費需要減退の時

期には現金通貨の回転速度，小切手 ・手形の利用度のいずれも小となるが，后

用資本残高は不変か相対的に増大する。けだし現金通貨の休畠期問が長くなク

休息状態におかれることとなる現金通貨が預入され，また不泥脱却のための政

策的な現金通貨の補強も増大優向にあり ，その結果として手形割引などでの振

替預金も増大しうる条件をもつからである。したがって投資増大による現実資

本の形成の増大傾向と「信用資本」の相対的減少傾向，逆；こ投資減退による現

実資本移成の減退傾向と「信用資本」の相対的増大傾向が対応する。したが っ

てＩ／Ｄは現実資本とｒ信用資本」の両者の動向を統一的に表示することになろ 。

なお不換制度のもとでは利潤率増大の時期には利子率もや 二上昇傾向をたどり ，

利潤率減退の時期には利子率も政策的に引下げられて好況への志向を政策的に

促進する。このことは現実資本蓄積の増大期には貸付可能な貨幣資本滅退頃向

たらぴに信用資本の相対的減少，現実資本蓄積の減退期には政策努力による貸

付可能な貨幣資本の増大と信用資本の増大傾向とな って現象し，そのため玩実

　　　　　　　　　　　　４）
資本移成度が信用資本の増減，との関連で一層，明確にあらわれる。そしてイ

ソフレーショソ状況は，政策努力による貸付可能な貨幣資本の補強により促進

され，信用創造による預金増大と一しよにな って信用資本残高を拡大させるこ

とになる 。

　最近のわが国における現実資本彩成度は次表の通りである、これをみると昭

和４０，４１年の不況期のあと回復期をむかえたが，昭和４６年のドル ・金の交換停

止につ父く４７年は不況状況を示している。昭和４８年は少し回復し，鉱工業生産

指数１ユ７と上昇したが，４９年１ユ２．３，５０年ユＯＯと２年つ父いて前年を下廻 ってい

る。 これを反映して失業率は昭和４８年１．３％が４９年１．４％，５０年１．９％と不況

状況の進行で増大し，昭和５１年，５２年ともに２．Ｏ％に達し５３年には２．２％に増

大している。現実資本形成度も昭和５０年以後５３年に到るまで低下の一途をたど

り５４年に少し持直したもようであるが，５５年には再び停滞状滉のもとにあるこ

とを明白に物語っている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ６３）
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現実資本
年次 昭和３５年 ４０ ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６

現実資本形成（Ｉ）
国内総資本形成）

　億円
２， ３４０ １０５，４３０ １２３ ，７５０ １６２，４３０ １９６ ，１００ ２２５ ，５３０ ２７８，３３０ ２８８，５１８

貨幣資本蓄積（Ｄ）
金融機関預金債券残）

　Ｍ３＋ＣＤ

　億円
６７，０９１ ４２４，５２７ ５００，０３３ ５８６ ，１３１ ６８１ ，５２７ ８１３ ，８８７ ９５７，２７０ １，１８２．５２５

３０，１１５

現実資本形成度
　　Ｉ／Ｄ

３１．３％ ２４．８ ２４ ．７ ２７．７ ２８ ．７ ２７ ．７ ２９ ．Ｏ ２４，４３１．０

鉱工業生産指数 ２５．９％ ４４ ．９ ５０ ．８ ６０ ．７ ７０．１ ８１ ．３ ９２ ．５ ９４ ．９

失　　業　　　率 １． ２ １． １ １． １ １． ２

　イソフレーショソと不況の併存は，不況期にイソフレーショソ政策が実行さ

れ不換銀行券の増発と信用資本の累積が生み出した結果であるが，貨幣額で示

される現実資本の蓄積と同じく貨幣額で示される信用資本額はイソフレーンヨ

ソの進行中には貨幣額としてはいずれもその時期には名目的に増大する。現実

資本の領域にのみイソフレーショソの影響があらわれるのではなく ，信用資本

額も通貨価値下落のもとで，その期の増加額は名目的には相対的に増大する 。

いずれの時期をとっ ても現実資本と信用資本への貨幣額の名目的増大の影響は

共通しているから，イソフレーシ ョソによる影響は現実資本，信用資本両者の

いずれにとっ ても貨幣額の中に吸収されているといえる。したがって現実資本

形成度については通貨価値変動によって生ずるかも知れない修正要因は考慮す

る必要はない。そしてイソフレーショソの進展状況については現実資本形成度

とは異たった視点から流通必要貨幣金量との関連で次にさらに検討を加えなげ

れぼならない 。

１）　ｒ資本論」◎（長谷部訳）７０６ぺ 一ジ，青木書店 。

２）３）前掲書，７９２ぺ一ジ 。

４）価格を１つ 取引量をＴ ，流通中の現金を〃，回転速度を７ ，信用資本額をＤと

　すれぱ，好況期には取引活溌で取引量（Ｔ）は増大し，価格（Ｐ）も上昇傾向を示

　す。通貨側では現金（〃）の回転速度（７）は早くなるが，価格（Ｐ）の上昇にともな

　う必要現金額（Ｍ）も増大する。それ故，ＴもＴ■ も増大し，Ｐも上昇する好況期に

　　　　　　　　　　　　　　　（１６４）
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彩　成　度

４７ ４８ ４９ ５０ ・ｌ１・・ ５３ ５４ ５５

３２８，２２３ ４３２，３５９ ５００，９０７ ４８５ ，ユ０５

　　　　、ｉ

，ｂＯＯ　 ｏ７３，８！６ ６３４，２０９ ７２０，６５０

　　　億円

６７，８７８

１， ４８４．４４０

，１６２，５１６

１， ７６２，ユ１３

，３８１ ，３５４

２， Ｏユ３．７３７

，５７０，２９４

２， ３７２．９５０

，８２８，６５０

２， ７６０．９８６

，１！０，９９８

３， １３５．７５３

，３９４，８３７

３， ６０２．４３５

，７３１ ，００２

４， ０３３ ．２６２

，０２５，６１０

　　　　　億円

，４７７．２１３

，３１２，１８６

２２，１２８．２ ２４，５３１．３ ２４，８３１．９ ２０，４２６．５ １９，１２５．Ｏ １８，３２３．９ １７，６２３．２ １７，８２３．８
１７．ユ％

３． １％

１０１ ．８ １１７ ．Ｏ １１２ ．３ １００ ．Ｏ １１１ ．１ １１５ ．７ １２２ ．９ １３３ ，１ １４２．４劣

１．
４ １．

３ １・

４１　
１・
９ ２． Ｏ ２． Ｏ ２． ２ ２． １ ２． Ｏ％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済統計年報 ・日本統計月報より作成）

はｖの必要量も相対的に増大する結果，金顧機関保有玩金は相対的に減少し，現

金預金の相対的減少と保有現金減少のために信用創造による振替預金（派生預金）

も相対的に減少し，全体として預金残高（信用資本額）は相対的に減少すること
になる（０の減少）。

　好況期の預貯金残高は相対的に減少する一方，不況期には取引停滞し，取引量
（Ｔ）は増大せず，価格（Ｐ）も上昇しない。通貨側では現金（〃）の回転速度（ア）は

おそくなるが，価格低落傾向にともない必要現金額（〃）も増大しない。ｒも７も

増大せずＰも停滞する不況期には〃の必要量も相対的に減少する結果，金融機関
保有現金は相対的に増大し，現金預金の相対的増大と保有現金の増大および金融

緩和政策のための現金準備補給のｒ気前よさ」により ，信用創造による振替預金

も相対的に増大し，全体として預金撲高（信用資本額）は相対的に増大すること

となる（刀の増大）。

　対外関係では輸出増大は外貨流入による信用資本額の増大。輸入増大は逆の信
用資本額の減少となり ，投資の為の原材料の輸入増は現実資本の形成を増大させ
る。

５　現代の流通必要貨幣金とその指標

　商品・貨幣流通のもとで資本は個別的 ・主体的には産業資本，商業資本，銀

行資本としてあらわれ・産業資本における現実資本（商品資本，生産資本），銀行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ６５）



１８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第２号）

資本におげる利子生み資本（信用資本）はそれぞれの資本の代表的存在形態で

ある。信用資本は貸付可能貨幣資本，擬制資本を内容とした貨幣資本の蓄積で

あり ，現実資本は貨幣資本を媒介として運動し且つ貨幣額で表示された商品資

本， 生産資本の彩態で現象する。貨幣資本の蓄積と現実資本の蓄積とは杜会的

再生産の進行過程で変動をともないつ二 推移して，その時々の資本主義の変動

状況を量的に表示することとたる（Ｉ／Ｄ）。 そして貨幣資本，現実資本のいずれ

の運動に対しても通貨が不可欠の用具となる 。

　さて杜会的再生産の進展はｒ資本論』第二部，第二篇ｒ杜会的総資本の再生

産と流通」で示されている。そこで明らかにされているように生産財部門と消

費財部門において拡大条件が円滑に進行するためには生産財１（Ｃ＋７＋〃７）と

消費財ｎ（Ｃ＋７＋伽）の量的関係においてヱ（７＋榊）＞ｎ０でなげれほならた

　　　　　　　　　 １）Ｘ＿伽
い。 伽／ｘを消費部分，　　　を蓄積部分とすれは
　　　　　　　　　　　Ｘ

１（・・隻・Ｘ麦舳）一 Ｕ（・・隻十Ｘヂ）において

巾・隻）と〃・が交換眺さらに

１Ｘ一榊とＨ　Ｘ・刎との一定比率での交換によって拡大条件が現実化す
　　Ｘ　　　　　　Ｘ

る。

　げれどもＩ ，Ｉ部門に過不足なくそのようなことが円滑に進行するとするの

は非現実的な仮説であり ，　ｒ資本制的生産にあ っては１（７＋刎）がｎＣに等

しいことは有りえない。すなわち両者が過不足なく転態されあうことはありえ

　２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３）

ない」し，「１（ｙ＋舳）とＵＣとの交換では種々の場合が生ずる」のである ・

　　　　　　　　　　　　　　４）
まず蓄積部分のみについてみると

（・）・（・・去伽）一工・・のときは
・したが って工（・・榊）・ｎ・で蓄積可１１な

状態である 。

（・）工（・・ 宇）・Ｕ・のときも

（ユ６６）
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　　巾・Ｘヂ）一ｎ・・Ｘヂヘ向／拡大条件をい

（・） 巾十Ｘ麦刎）・ｎ・のときは

・（・・Ｘデ）一・・一・へ向１破局て・・の一部分・は過剰分で再

　生産されない 。

　　　　　　　舳つぎに消費部分アについてみると資本制のもとではヱ（７＋伽）＝”Ｃはあ

１えないし現実的消費状況は 巾・
美１
１一〃い（・・菱）・凧小・

等）＜〃・のいずれかを示すなかで進展する・すなわちｒ・美は・舳の／ち収

入として資本家１が支出する部分とすれば 小・÷）はｎ・に較べて等し

いことも，大きいことも小さいこともあｌｌる
・だが・（・十菱）は

，つね

にＵ（Ｃ＋舳）よりも小でなけれぼならぬ一しかも〃舳のうち資本家階級Ｉが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
とにかく自ら消費せざるをえない部分だけ小でなげれぼならぬ」い上かえる

と杜会的再生産のためには消費の円滑な進展は不可欠であり ，そのためには

巾・隻）・叩・舳）で鮒れぼならず少／とい（・・
菱）・・（・・美）でな

ければならない
。そして・（・・癸１ｋ

・・（・十剛において 巾・隻）・〃

（・・ 亨）のときにはＵＸ芦よ過剰と帆もともと資本制杜会のもと

で杜会的再生産の拡大が１ ，１部門に過不足なく円滑に進行するとするのは非

現実的な仮説であるが，そのような状況の中でＩ ，ｎ部門は過不足をか上 えこ

んで変動しつ二 推移する。そしてこれら現実資本の運動にともなって貨幣資本

が運動し，貨幣は流通手段，支払手段として機能するとともに金融過程へ流入

し， そこから再び流通過程へ流入し通貨形態は貨幣資本，現実資本のいずれの

運動にとっ ても不可欠の用具となる 。

　金融過程の状況は金融機関保有現金 ・有価証券に対応する預貯金残高（信用

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ６７）
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資本残高）の状況に反映する。金融機関預貯金残高（信用資本残高）は企業 ・個

人等の金融機関への依存状況すなわち借入状況や預託状況を示している。現金

通貨の預託によらない信用資本残高は貸出，投資に帰因する信用資本残高であ

り， 金融機関の活動状況を反映し金融機関の保有有価証券を増減させる 。

　現金通貨は金貨および銀行券（免換銀行券 ・不換銀行券）から成立っており中

央銀行発券残高は帳簿残高で数字的存在だが，銀行券（見換銀行券，不換銀行券）

形態で具体的に流通する。流通用具として商品や有価証券の運動を媒介し，そ

のま二 売手（商品生産 ・販売者，商人，証券販売者）の手に滞留するか，または金

融機関へ預託されて預貯金残高を形成し金融機関の庫中におさまる。金融機関

の庫中に入るか，企業 ・個人の手元にととまるかは杜会的な慣習やその時の経

済状況に依存する。取引が活溌な時には金庫中で休息するよりも運動し，手か

ら手へとその回転速度を促進する。金融機関庫中の銀行券が大であれば企業 ・

個人の手元にある銀行券は小，反対に金融機関庫中の銀行券が小ならは企業 ・

個人の手元にある銀行券は大であるが，いずれの場合も両者の合計は中央銀行

発券残高に一致する。そして金融機関庫中に銀行券大なる時も小なる時もいず

れの時も，銀行券の根源は中央銀行の発券活動にあり ，通貨政策に依存する 。イ

ソフレー１■ヨソ現象の根源は，この中央銀行発券活動の状況に依存し，流通に

必要とされる貨幣金量を超えての発券量の増大はイソフレーンヨソに結ひつく 。

　免換銀行券制度のもとでは流通中の銀行券は現金通貨で小切手は流通手段で

あるか現金通貨ではない。流通必要現金通貨はこの制度のもとでは流通必要貨

幣金であり ，金と量的に等しい現金通貨が流通に吸収され，通貨価値は金価値

と同一視され，過剰現金通貨は金融機関へ吸収された。したがって発券残高の

うち金融機関保有現金を除いた額は流通中の現金通貨で，それは流通必要貨幣

金量といえる。銀行券の過剰部分は銀行へ還流するから流通中に残存している

ものこそ流通必要貨幣金量で，それは現金取引に利用され，また支払手段とし

て支払差額の決済用にも利用されていた結果の状態を示している。金免換制度

のもとでの流通必要貨幣金量は理論的にはｒ流通手段およぴ支抵手段の通流速

度が与えられているばあいには，実現されるべき商品価格の合計に加えるに期

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ６８）
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限に達した諸支払の合計をもってしたものから相殺される諸支払を差引き，そ

れから最後に同じ貨幣片が時には流通手段，時には支払手段としてこもごも機
　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
能する通流の回数を差引いたものに等しい」すなわち，実毘される商品価格か

ら后用による取引額を差引き，期限のきた支払額を加え，購買手段，支払手段

として利用される重複部分を差引いた額となるが，通貨側では（発券額一金融

機関手元準備金）十流通中金貨十流通中政府紙幣，でそれらの合計によって具

体的に数量化可能となる。そして金準備はそれの制度的保証であるが流通必要

貨幣金量てはない。金との免換可能陛が流通中の現金通貨をすへて金の代用物

たらしめ，金貨流通にとっ て代って金貨そのものと同様に流通過程で利用され

ていることを示している 。

　不換銀行券制度のもとでも（発券額一金融機関保有現金）＝流通中の現金通

貨， でこれは見換制度のもとでと同様に，その現金通貨で信用取引の決済用

（支払手段）として，また小売取引での購買手段として利用され，小切手は現金

通貨でなくまた手捗も現金通貨てはない。したがって流通必要現金通貨は不換

銀行券と政府発行の補助貨に限定される。そして流通必要玩金通貨は流通必要

貨幣金量と同量であるためには見換制度下でなけれぼ匁らない。けだし見換が

おこなわれることによっ て流通中の現金が金との同一性を保証されることとな

るからである。不換制度のもとでは消費者物価の上昇は流通必要現金通貨を増

大させる傾向を示す。すなわち生産性上昇は商品価値を低下させしたがって商

品価格を上昇させない筈であるか，生産量は増大しているから個々の商品の流

通には比較的小額で足りても生産量の増大による取引量増大のため，全体とし

ては流通必要玩金通貨は増大する（回転速度を一定とすれは）。 それゆえ消費者物

価上昇があれぼ全体として流通必要現金通貨を増大させることとなる。現金通

貨の回転速度が早まれぼ流通必要量は相対的に減少し，回転速度が遅くなると

流通必要量は計算上では相対的に増大するが，小切手利用の増大は現金通貨の

流通必要量を相対的に減少させる傾向を生む 。

　現金通貨の増発率と比較した物怖の上昇率において，物価上昇率を上廻る流

通現金増大率は不換制度のもとでの流通必要貨幣金量を超える流通通貨増大と

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ６９）
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価格の度量基準切下率

＼　　　　　　年次

９～ユ１＝Ｉ

昭和３５年 ４０ ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６

戦前基準消費者物価
数Ｐ

３２８ ．Ｏ ４４３ ．２ ４６４ ．４ ４８３ ．５ ５１０．５ ５３８ ．９ ５７７ ．９ ６１４．３

平均発行高指数〃
６８４ ．４ １， ４９１ ．６ １， ７００ ．２ １， ９７９ ．Ｏ ２， ２９９ ．２ ２， ７１２ ．８ ３， ２１６ ．９ ３， ７２９ ．９

現金通貨増発率”／Ｐ

　倍２．Ｏ

３． ３
３． ６ ４． ０

４． ５
５． ０

５． ５
６． Ｏ

代表金量 ＝　流通必要金量Ｐ／〃 　％７． ９ ２９ ．７ ２７ ．３ ２４ ．４ ２２ ．２ １９ ．８ １７．９ １６ ．４

　　　　　　〃 　％
２． １ ７０ ．３ ７２ ．７ ７５ ．６ ７７ ．８ ８０．２ ８２ ．１ ８３ ．６

みなせるものであり ，イソフレーショソに結びつく 。すなわち見換銀行券流通

下での通貨現象の内容を流通必要貨幣金量との関連で法則的に理解した上で ，

不換銀行券制度下での通貨現象を見換制度下の延長線上に位置づげ，不換制度

のもとでの流通必要貨幣金量について具体的にとらえると，まず商品価格は取

引量の増減をともないつ上 も現実に産業や企業の状況により常に変動する。ま

た通貨の回転速度は取引の状況に依存するが，回転速度が早くな っても遅くな

っても，現実に発行された不換銀行券は現金通貨として存在する。したが って

取引量や現金通貨の回転速度の変化がどのようなものであ っても，現実の価格

上昇にともな って個々の取引には現金通貨がその分だけ多く必要となる。それ

ゆえ価格と通貨は対応関係にあり ，一定期間中におげる取引量と回転速度はそ

れぞれ変化するものであるが，いずれの時点においても，上昇した物価と増発

された不換銀行券は現存して対応関係にある。そして通貨の価値は現金通貨の

価値を基準として，その基礎の上に小切手 ・手形等であらわれる貨幣代用物が

流通用具として利用される関係にあり ，通貨の基礎は金貨幣の発展としての現

金通貨にあるといわなげればならない。そこで消費者物価上昇率Ｐ（流通必要

劣），流通現金増大率〃（現実流通分）とすれは〃／Ｐ＝現金通貨増発率・Ｐ／〃

＝単位通貨代表金量即ち価格の度量基準，において流通必要貨幣金量具体化へ

の手がかりが得られる。昭和９～１１年基準で最近のおよそ２０年問のわが国の状

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７０）
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（不換銀行券減価率）

４７ ４８ ４９ ５０ ５１ ５２ ５３ ５４ ５５年

６４３ ．８ ７１９ ．５ ８８２ ．４ ９８８ ．８ ユ， ０８３ ．７ １， ユ７３ ．７ ユ， ２２４ ．！ １， ２６６ ．７ １， ３６３．６

４， ４０７ ．７ ５， ５９４ ．ユ ６， ７２７ ．Ｏ ７， ６４１ ．２ ８， ４８８ ．Ｏ ９， ２６ユ ．Ｏ ユ， ０１６９ ．４ １１ ，３５４ ．３ ユ２ ，１５０ ．ユ

６．
８ ７． ７

７．

６ ７．
７ ７．

８ ７．
８ ８． ３ ８．

９

　倍８．９

！４ ．６ １２ ．８ ユ３ ．ユ １２ ．９ １２ ．７ ユ２ ．６ １２ ．Ｏ ユ１ ．１

　　％
１． ２

８５ ．４ ８７ ．２ ８６ ．９ ８７ ．１ ８７ ．３ ８７ ．４ ８８ ．Ｏ ８８ ．９

　　％
８．
８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済統計年報より作成）

況をみると上表のようになる 。

　戦前の昭和９～１１年基準でみると　　当時は既に不換銀行券制度のもとにあ

るが，事実上の価格度量基準切下げ即ちイソフレー１■ヨソの進展は，まだ軽徴

なものとみなすことができる　　およそ４０年問ほとのあいだに流通必要貨幣金

量の９倍弱の通貨発行即ち価格度量基準の８９％弱の切下げ，代表金量＝通貨価

値の低下となり ，このようなイソフレ的基盤の上に現実の経済現象が進展して

いるものといえる。金融機関保有現金もこの中に含まれているが，それは１０劣

前後でその分を考慮に入れてもイソフレーショソ現象の進展を明白に示してい
７）

る。 けだし価格度量基準の切下げは手元現金準傭分にも流通中の現金にも共通

しているからである 。

　つぎに単位商品価値，単位貨幣価値についてみると１／！）（１っは物価指数）に

より単位商品価値の増減を表示し，ユ／〃（汕玄発券残高指数）により単位通貨価

値の増減を示すとすれぼ，１／ｐと１／〃とは商晶価値と通貨価値との相対的関

係を表示する。単位通貨価値／単位商品価値は，共通の価値尺度のもとで表現

された単位通貨の価値の量的表現で工／工＝Ｐ／〃となり ，事実上の価格の
　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　Ｐ
度量基準を奏示するもので杜会的全体的考察においても，単位通貨について考

察しても当然のことながら同一結果を示している 。

　なお価格の度量基準の視点からみると見換銀行券制度のもとでの法律上の価

　　　　　　　　　　　　　　　　（１７ユ）
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格の度量基準が，不換銀行券制度のもとで有名無実とたり ，価格度量基準の切

下げが常態化する不換銀行券制度のもとで，法律上の価格度量基準と異な った

形式的，名目的な価格度量基準は差当っては１／〃（〃は発券残高指数）となり ，

通貨側での価格度量基準の切下げは物価上昇として反映する。もともと物価上

昇には需給関係の変化により生ずる物価上昇のほか，需給関係に大した変化が

なくても通貨側の要因によっ て生ずる物価上昇や，両老が結合した物価上昇が

ある。したがって物価上昇とイソフレーシ ョンとを同義とするのは正しくない

し， また物価上昇率とイソフレ率とは同じではないから，物価上昇率と通貨増

発率とが同一数値を示すわけではない。物価上昇率を上廻る通貨増発率をイソ

フレ率と呼ぶべきであろう（〃／ｐ，〃は発券残高指数，Ｐは消費者物価指数）。 そし

て物価上昇率というとき，価格が上昇した商品や上昇しない商品，下落した商

品のそれぞれが，価格の変動に則して生産高が増大したり減少したりして，そ

れが価格変動にもあらわれ，その価格や生産局の変動するさまさまな商品の綜

合的把握により物価指数として表示される。したがって物価指数はある一定期

間， ある国での商品価値の変動の中心点となるような数値であり１／ｐ（Ｐは物

価指数）は価値的な価格の度量基準といえる。これに対し１１〃（〃は平均発券残

高指数）は法律上の価格度量基準と比較したある一定期問，ある国での不換銀

行券制度のもとでの形式的，名目的な価格度量基準である。しかし法律上の価

格度量基準は不換銀行券制度のもとでは有名無実であるから，不換銀行券制度

のもとでの価格度量基準の切下率を示すには，内実的 ・価値的な価格度量基準

である１／Ｐを基準として，形式的，名目的な価格度量基準１／〃との対比で事

実上の価格度量基準を示すことにな１ ，士／去が低下するところにイソフレー

シ１ソの進展がある・即ち
古／去一嘉 は不換銀行券制度のもとでの事実上の

価格度量基準率で（”一Ｐ）は価格度量基準切下率であり
，〃／Ｐは不換銀行

　　　　　　　　　　〃

券増発率で物価上昇率とは異なった意味でのイソフレ率である 。

　以上のことから不換銀行券制度のもとでの価格度量基準の事実上の切下げ即

ちイソフレーショソの進展状況の指標は単なる物価上昇としてではなく ，価格

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ７２）
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度量基準の切下げ，代表金量低下との関連において明ら 刀・になる。これは価洛

度量基準の事実上の切下げ即ちイソフレー！ヨソの国内的指標といえるか，イ

ソフレーシ ョソ政策の進展状況にともな って各国それぞれ相違した指標を表示

する。各国のイソフレーショソ政策を考慮することなく直接に各国の物価上昇

状況を把えるのと異なり ，これは物価上昇の進展とイソフレーシ ョソ政策とを

統一的にとらえるものである。そして世界貨幣金の価格変動がどのようなもの

であ っても　　例えは金１オソス３５トノレか７００トルに上昇するような場合てあ

っても　　共通した金価格を基盤としての物価変動状況を示すこととなるから ，

世界貨幣金を共通の基盤とした各国の物価状況は，それそれ物肺指数の状況の

中にあらわれ，共通の基盤の上での動向を示すこととなる 。したカミっ て金価格

が変動しても，しなくても各国それぞれ程度を異にする発券増加の状況と物価

上昇状況の統一の中に，各国における価格度量基準の切下げ状況かあらわれる 。

そして物価上昇とイソフレーショソとは同義ではなく ，不換銀行券制度のもと

での不換銀行券増発政策と結びついた各禺における価格墜最基準の切下げが即

ち各国におけるイソフレーション状況の進展を示すこととなる。このような考

え方で，トノレ ・金の交換停止直前の１９７０年を基準として日本，アメリカのイノ

フレーショソの進展状況を比較すると次表のような興味ある結果を示している 。

すなわち目本での生産性上昇を反映して卸冗物価はアメリヵの上昇率よりも日

本のそれは低い。けれども消費者物価については流通過程での流通費のちがい

を反映して目本での上昇率はアメリカの上昇率を上廻っている。消費者物帥よ

高いが卸売物価は低い目本，消費者物術は低いが卸売物価は高いアメリカと対

照的である。また発券残高指数は日本ではアメリカよりも高くな っており ，事

実上の価格度量基準は日本の方かアメリカよりも低い。このことは円は国内的

に弱く ，トノレは国内的に強いことを示しているか，対外的 １こ１よ国際通貨危機以

後， 円は外に強く ，ドノレは弱くな ったことを示している。外に強いが内に弱い

円， 外に弱いが内に強いド ノレ，生産性高いが流通費も高い目本，生産性低いが

流通費も低いアメリカというコントラストを示しているといえよう 。

　こ）こ貨幣機能における価値尺度機能と価格の度量基準機能を理論的武暑寒と

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７３）
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日本とアメリカのイソフレ比較

年　　　次 １９７０ ７１ ７２ ７３ ７４ ７５ ７６ ７７ ７８ ７９ ８０

消費者物価
　　　　（Ｐ）

目 １００ １０６ ．０ １１０．９ １２４ ．０ １５４．１ １７２ ．４ １８８．４ ２０３ ．６ ２１１ ．４ ２１９ ．０ ２３６ ．６

米 １００ １０４．３ １０７．７ １１４ ．４ １２７．Ｏ １３８ ．６ １４６ ．６ １５６ ．Ｏ １６８．０ １８６ ．９ ２１２．２

目 １００ ９９ ．５ １００ ．Ｏ １１５ ．８ １５２．５ １５６ ．７ １６４．６ １６７ ．７ １６３ ．５ １７５ ．４ ２０６ ．６

卸売物価 米 １００ １０３ ．３ １０７ ．９ １２２ ．Ｏ １４５ ．Ｏ １５８ ．４ １６５ ．８ １７５ ．９ １８９ ．６ ２１３ ．１ ２４３ ．５

発券チ旨数
　（Ｍ）（年末）

目 １００ １１５ ．３ １４９ ．５ １８１ ．７ ２１０．Ｏ ２２７．Ｏ ２５２ ．３ ２７７．８ ３１８ ．７ ３４３ ．２ ３４８ ．２
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（国際比較統計より作成）

して，その現代的発現は杜会的 ・全体的には流通必要貨幣金量において，他方 ，

個別的には価格度量基準の切下げ，代表金量低下において量的に表示可能とな

る。 こうして量的にイソフレー：■ヨソ現象を把握することが可能にな ったとし

ても依然としてインフレーショソ現象が問題となるのは，イソフレ政策により

資本集中と所得分配の不均衡が促進されるためである。資本にとっ て適度なイ

：／フレーシ ョソが好まれ労働者階級だげでなく定額所得生活者層にとっ てもイ

ソフレーショソは好ましくないとされるのは，イソフレーシ ョソ政策のもつ階

級性に帰因する。賃銀間題と失業間題を対置してイソフレー／ヨソによる実質

賃銀低下に甘んずる代償として失業を回避するか，失業を甘受するならばイソ

フレー！ヨソを抑制することが可能だとする資本主義的発想に対して，労働者

階級か失業もイソフレー：■ヨソもなしに進展する杜会体制を志向するのは歴史

的， 必然的法則に則した必然的方向といわなけれはならたい 。

　　１）２）　『資本論』¢（長谷部訳）６８８へ 一ソ，青木書店 。

　　３）前掲書¢，６８６ぺ一ジ 。

　　４）前掲書¢，６８６～７ぺ一ジ 。

　　５）前掲書¢，６８８べ一ジ 。

　　６）前掲書¢，２７１ぺ一ジ 。

　　７）たとえぼ昭和５３年中の平均発行高をみると１２兆７千億円強であり ，その１２％貝口

　　　ち約１兆５千億円強が計算上では流通必要金量と淀る。１弗 ＝２００円とすれぱ７５

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７４）



　　　　　　　貨幣資本と現実資本の運動法則（小牧）　　　　　　　　　　　　
２７

億ド ノレ，１オソスの金価格３００ド ノレ とすれば２，５００万オソス（約７７５ｔ）の金が流

通必要金量となる。但し，価値尺度としての金が存在すれは足りるのてあり ，流

通用具としては金の代用物で機能しうるから，これだけの金を現実に必要とする

わけではない 。

む　　す　　び

　見換銀行券流通のもとて貫徹していた資本工義杜会の運動法則とりわけ貨

幣資本と現実資木の関連とその運動法則，流通必要貨幣金にかんする法則が不

換糊度のもとでも貫徹しているものとして把握するには，前提条件をなしてい

る見換銀行券と不換銀行券のちがいを明確にすることカミ第一である 。そして免

換制度のもとでも不換制度のもとでも等しく明確にしておかなけれぼならない

のは流通資本と利子生み資本の区別である 。そして貸付資本（利子生み資本）

と信用資本のそれぞれの概念の明確化のもとでそれらを法則貫微の実証に活

用することにより ，資本主義の長期的変動状況とともに流通必要貨幣金量の数

量化についても手がかりがえられる。そして免換制度のもとで解明された運動

法則とその内容を，覗代の状況に則して現代の状洲こ適用し比較検討するこ

とにより ，不換制度のもとでも資本主義の運動法則か依然として貫徹している

ことが明らかになるといわなげれぼたらない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８２．３）

（１７５）




